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第５章 市町村が実施した雇用創出策 

 

第１節 はじめに 

自治体ではそれぞれの雇用戦略に基づいて雇用創出策を企画・立案し、実施していくこと

になる。そこで、この章では市町村による雇用創出策の実績について見ていくことにする。 

前回調査でも市町村では独自に雇用創出策を実施しているのか、もし実施しているとすれ

ばどのような雇用創出策を実施しているのかという点に関心があった。調査結果によれば、

2003 年度に市町村が独自に実施した雇用創出策の主な実績は、「企業誘致」「起業への助成金」

「その他」の施策が多かった。しかし、「特別なことは何もやっていない」という自治体が市

町村全体の４割以上あった（市の２割、町の５割、村の７割）。2004 年についても同じ傾向

で、市町村では企業誘致、起業助成金といった施策を実施していた。そして、「特別なことは

何もやっていない」という市町村が全体の４割に達している。では、こうした状況は現在も

続いているのであろうか。この点を確認することが本章の１つの課題である。 

本章では、市町村が実施した雇用創出策と雇用状況の変化との関係についても注目する。

前回調査の分析では、雇用創出策の実施状況と有効求人倍率およびその変化率、民営事業所

従業員数およびその伸び率などいくつかの指標との関係について検討した。その結果、外発

的雇用創出（企業誘致）については雇用創出策の実施と雇用創出に有意にプラスの効果があ

ったが、内発的創出策（創業支援など）は有効求人倍率、民営事業所従業員数などいずれの

指標に対しても有意な効果はなかった。 

市町村が実施した雇用創出策よって雇用状況が改善したかどうか、因果関係の検証が不可

欠である。そのためには市町村別の雇用指標の資料が必要である。残念ながら、アンケート

調査時期と整合的な資料がなかったので、二次的な接近として雇用創出策の実施状況と雇用

状況が改善したか、悪化したかという主観的な評価との関係について検討せざるを得なかっ

た。 

本章の構成は、以下の通りである。第２節では市町村の雇用創出策の実績をみていく。第

３節では市町村における雇用創出策の実績と雇用状況の変化の関係を検討する。第４節では

独自に実施した雇用創出策を市町村がどのように評価しているのかを見る。第５節でこの章

の結果をまとめる。 

 

第２節 市町村の雇用創出策 

１ 雇用創出策の実績の有無 

(1)雇用創出策の実施状況 

市町村が独自に企画、実施した雇用創出策にはどのようなものがあるのか、過去３年間に

実施した独自の雇用創出策について見ることにする。 

まず、過去３年間に独自の雇用創出策があるかどうかをたずねたところ、845 の自治体の
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うち、独自に企画、実施した雇用創出策が「ある」という自治体は 46.9％、「ない」という

自治体は 50.8％であった。ほぼ半数の自治体で何らかの雇用創出策が実施されていることに

なる。 

市町村別に独自の雇用創出策の実施状況を見ると、市では 75.4％が、町では 29.9％が、村

では 17.6％が独自の雇用創出策を実施している（第 5-1 図）。前回調査に比べて独自の雇用

創出策を実施してない市町村が増加している。 

 

第 5-1 図 市町村別雇用創出策実施の状況(N=534) 

 

注：χ2＝125.798、p<0.000。 

 

第 5-2 図 雇用創出の優先度別独自の雇用創出策の実施状況(N=528) 

 

注：χ2＝31.150、p<0.000。 

 

独自の雇用創出策の実績の有無を決めるそのほかの要因として、雇用創出の優先度の違い

によって独自の雇用創出策の実績が異なっていた（第 5-2 図）。予測されたことではあるが、

雇用創出策の政策的優先度が高い自治体の方が独自の雇用創出策を実施している比率が高い71。

                                            
71 市町村の層別に集計した場合、市・区および村については有意差があったが、町については有意差がなかった。 
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違う見方をすれば、雇用創出の優先度が高い自治体であっても、独自の雇用創出策を実施し

ていないところが 1/3 以上あるということを意味している。独自に雇用創出策を実施できな

い場合は、何らかの支援をすることが求められる。 

さらに、雇用創出の政策的優先度や戦略的産業などから類型化した市町村の雇用戦略のビ

ジョンも独自の雇用創出策の実施状況と関係あるのではないか72。そこで、市町村の雇用戦

略の類型と雇用創出策の実施状況とをクロス集計してみた。その結果が第 5-3 図である。 

 

第 5-3 図雇用戦略の類型別雇用創出策の実施状況 

 

注：（ ）内は市町村の数、χ2＝15.177、p<0.01。 

 

調整済み残差から、雇用戦略のタイプ１では雇用創出策を実施した比率が高く、タイプ３

では雇用創出策を実施した比率が低い傾向がみられる。これは、タイプ 1 の自治体では地域

外からの企業誘致など外発的雇用創出を重視していることと関係がある。また、雇用創出が

最重要課題で、サービス業を重視するタイプ２よりもタイプ 1 の方が雇用創出策を実施して

いる比率が高いことも、企業誘致の実施と関連があると考えられる。 

このほか、既に確認したように、市町村合併を契機として雇用創出策に取り組みはじめた

という自治体が比較的多かった73。そこで、独自の雇用創出策の有無と市町村合併の有無と

の関係を検討すると、市では合併経験があり雇用創出策の実績があるところが 83.3％である

のに対して、合併経験がなく雇用創出策の実績があるところが 67.4％となっている（χ2＝

0.909、p<0.01）74。町、村については合併経験の有無と雇用創出策の実績との間に有意差が

なかった。  

                                            
72 雇用戦略の３類型を再掲すると、①タイプ１：雇用創出が複数課題の中の１つで、製造業を中心に外発的雇

用創出を都道府県中心で進めるのがよいとする考え、②タイプ２：雇用創出が最重要課題で、卸売・小売業、

飲食店・宿泊業、医療、福祉、情報通信などサービス業中心に内発・外発両方の雇用創出を市町村中心で進

めるのがよいとする考え、③タイプ３：雇用創出が複数課題の中の１つで、製造業、建設業、農林水産業な

どの内発的雇用創出を国中心で進めるのがよいとする考えである。 
73 本報告書第４章の第 4-3 図（60 ページ）を参照。なお、前回のアンケート調査において、「現在は独自の雇用

創出策を実施していないが、合併後に取り組む予定である」という回答が多かった。 
74 そのほか、雇用創出で重視する方法、雇用創出で中心になって取り組むべきところについても集計したが、い

ずれも有意な差はなかった。 
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(2)回帰分析による雇用創出策実施の要因の検討 

以上のクロス集計結果を踏まえて、回帰分析によって市町村が独自に雇用創出策を実施し

ているかどうかを決める要因は何なのか、二項ロジスティック回帰分析により検討する。こ

こでは市町村の雇用戦略のビジョンの効果を見たかったので、被説明変数、説明変数は次の

ようにした。 

被説明変数は「独自の雇用創出策の実施状況（独自の雇用創出策を実施した=１、実施し

ていない=０）である。説明変数は、(1)雇用戦略のビジョンの効果、(2)市町村合併の効果、

(3)市町村の区分、(4)産業構造の効果、(5)雇用情勢の変化、 

このうち、(1)雇用戦略のビジョンの効果については、 

①雇用創出策の位置づけ（雇用創出の政策的優先度）：「雇用創出の優先度は低い」=１、「複

数課題の中の１つ」=２、「最優先課題」=３、優先度が低いがベース。雇用創出策の政

策的優先度が高いほど雇用創出策を実施すると考え、符号はプラスを期待。 

②雇用創出の方法（内発的雇用創出策の重視度）：「外発的雇用創出を重視」=１、「外発的

雇用創出・内発的雇用創出の両方を重視」=２、「内発的雇用創出を重視」=３。外発的

雇用創出重視をベース。符号がプラス、マイナスいずれになるかは不確定である。 

③雇用創出策を実施する際に中心になるポリシーメーカー（雇用創出に取り組む際の自治

体の自立度）：「国中心で取り組むべき」=１、「都道府県中心で取り組むべき」=２、「市

町村中心で取り組むべき」=３、国中心をベース。符号がプラス、マイナスいずれにな

るかは不確定である。 

④戦略的産業のデータとして、戦略的産業を類型化した際に得た因子スコアを説明変数と

した。したがって、「製造業・運輸業重視度」、「建設業・農林水産業重視度」、「卸

売・小売業、その他の業種、飲食店・宿泊業重視度」、「医療、福祉、情報通信業重視

度」の４つの変数で構成される。符号がプラスかマイナスかは不確定である。 

なお、これら４つの変数から作成した雇用戦略類型の効果を説明変数にした場合も推計し

た。符号がプラス、マイナスいずれになるかは不確定である。 

(2)市町村合併の効果については、市町村合併をした=1、しない=０とするダミー変数とし

た。合併した場合は新たに雇用創出に取組みはじめたとも考え、符号はプラスとなることを

期待。 

(3)市町村の区分については、町村の数を考慮し、市・区=１、町村=０としたダミー変数と

した。符号は市区の方が雇用創出策を実施していると考え、符号はプラスとなることが期待

される。 

(4)産業構造の効果については、産業別従業者数から計算した製造業特化係数75、サービス

                                            
75 いま、mij を j 市町村の製造業（またはサービス業）の従業者構成比、mi を全国平均の製造業（またはサービス

業）の構成比とすると、製造業（またはサービス業）特化係数 fij=mij/mi。特化係数については労働政策研究・

研修機構(2004)『雇用情勢の都道府県間格差に関する研究』労働政策研究報告書 No.9、30 ページの脚注を、
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業特化係数とした。符号がプラス、マイナスいずれになるかは不確定である。 

(5)雇用情勢の変化については、３年前と比べた雇用情勢の変化についての回答結果から、

悪化=１、不変=２、改善=３としてダミー変数を作成した。 

また、式２では(1)雇用戦略ビジョンの効果の諸変数の代わりに、これらの変数から作成し

た雇用戦略類型を説明変数とした。ここでは雇用戦略類型タイプ１をベースとして雇用戦略

類型タイプ２、雇用戦略類型タイプ３をダミー変数にした76。符号がプラス、マイナスいず

れになるかは不確定である。 

第 5-1 表は推計結果である。式１の雇用戦略関連の説明変数のうち、雇用創出の優先度

は、符号はいずれもプラスであるが、「雇用創出が最重要課題」の場合だけが有意である。

したがって、雇用創出の優先度が低いという自治体に比べて雇用創出が最優先課題という自

治体の方が雇用創出策を実施している傾向がある。 

内発的雇用創出の重視度については、いずれも符号がマイナス、このうち内発的雇用創出

を重視するという場合が有意となっているので、外発的雇用創出を重視する場合に比べて「内

発的雇用創出を重視」の場合、独自の雇用創出策を実施していない。 

雇用創出策を実施する上での主体については、「国中心」という場合をベースにして、「都

道府県中心」の場合は符号がプラスで独自の雇用創出策を実施している傾向があるが、「市町

村中心」の場合は符号がマイナスで独自の雇用創出を実施していない傾向にある。しかし、

いずれも有意ではない。 

戦略的産業については、「建設業・農林水産業重視」と「卸・小売業、飲食店・宿泊業重

視」という場合は符号がマイナスで独自の雇用創出策を実施していない傾向があり、それ以

外は符号がプラスで独自の雇用創出策を実施しているが、いずれも有意ではない。 

雇用状況の変化については、「不変」「改善」ともに符号がマイナスであるが、「不変」の

場合だけが有意で、「悪化している」という場合に比べて雇用状況が「不変」の場合には独自

の雇用創出策を実施していない。 

市町村の区別については、「市」の符号がプラスで統計的に有意なので、「町村」に比べて

「市」では独自の雇用創出策を実施している傾向にある。 

市町村合併の効果は符号がプラスで有意なので、合併をした市町村の方が独自の雇用創出

策を実施していることになる。 

産業構造の代理変数の製造業特化係数とサービス業特化係数については、符号はともにプ

ラスであるが、後者だけが有意であり、サービス業特化係数が高いところほど独自の雇用創

出策を実施している傾向にある。 

                                                                                                                                            
都道府県別産業中分類の特化係数は同書 131 ページ以降を参照。 

76 各々の雇用戦略類型の内容は脚注 72 を参照のこと。 
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式２は雇用戦略に関連する変数から新たに作成した合成変数を説明変数にした場合の推

計結果である。雇用戦略類型タイプ１、タイプ２ともは符号がプラスで有意である。したが

って、これらの雇用戦略類型の市町村ではタイプ３の市町村に比べて独自の雇用創出策を実

施している傾向がある。 

雇用状況の変化については、「不変」は符号がマイナスで統計的に有意であるが、「改善」

は符号がプラスであるものの、統計的には有意ではない。雇用状況が「悪化している」とい

う場合に比べて雇用状況が「不変」の場合には独自の雇用創出策を実施していないことにな

る。 

市町村の別については、式１と同じく、「市」の符号がプラスで統計的に有意なので、「町

村」に比べて「市」では独自の雇用創出策を実施している傾向にある。 

市町村合併の効果は符号がプラスで有意なので、合併をした市町村の方が独自の雇用創出

策を実施していることになる。 

製造業特化係数とサービス業特化係数については、符号はともにプラスで、有意となって

いる。したがって、製造業特化係数、サービス業特化係数が高いところでは独自の雇用創出

策を実施している傾向にある。 

以上、式１から、市町村において雇用創出が最重要課題である場合には何らかの施策を実

施しているが、外発的雇用創出を目標とするに比べて内発的雇用創出を目標とする場合は独

自の雇用創出を実施していなといった状況が浮かび上がってくる。それ故、内発的雇用創出

策の支援や市町村が自立して雇用創出策を実施できるように支援することが求められる。そ

のために、市町村の抱える課題を明らかにし、解決のための政策的対応が必要であろう77。 

 

２ 個別の雇用創出策の実施要因 

次に、雇用創出策を「実施した」という自治体ではどのような雇用創出策を実施している

のか見ていくことにする。アンケート調査では、2005 年、2006 年、2007 年の３年間でどの

ような雇用創出策を実施したのか、「企業誘致」など 12 項目から複数回答してもらった。第

5-3 図はその集計結果である。 

全体的な傾向を見ると、３年間の間に施策の実施比率が高くなっている。市町村が実施し

た雇用創出策の内容を見ると、「企業誘致」を実施したという自治体が多く、2005 年には

60.2％であったのが 2007 年には 71.2％に達しており、この３年間の間に 11.0％ポイント増加

している。企業誘致以外の施策では、「特産品の広報・普及、販路開拓支援」（2007 年で 32.6％）、

「観光の広報・普及」（2007 年で 30.8％）、「その他の施策」（2007 年で 26.1％）、「能力開発

支援」（2007 年で 24.8％）などの実施比率が高い。市町村が実施した雇用創出策は、依然と

して企業誘致が多く、地域内の創業・起業やベンチャー企業などの内発的雇用創出策の実施

                                            
77 市町村が抱える課題については第９章で取り上げる。 
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比率は相対的に低い。また、能力開発や就職フェアなど就業支援策は 1/4 の自治体が実施し

ている。 

 

第 5-3 図 独自に雇用創出策 

（複数回答、2005 年は N=325、2006 年は N=347、2007 年は N=379） 

 

 

第 5-4～5-6 図は独自に実施した雇用創出策を市町村別に集計した結果である。３年間で

市と町における雇用創出策の実施状況は大きな違いはない。村については、「創業講習会・セ

ミナー」「特産品広報・販路開拓支援」の２項目で実施比率が高まっている。「観光広報・普

及」の実施比率が低下しているものの、それでも市町より実施比率が高い。村では内発的雇

用創出を重視するという比率が高いが、観光や特産品の普及を通じて雇用創出の取り組みに

着手したと思われる78。 

観光広報・普及、特産品広報・販路開拓支援などでは地域の資源を把握している自治体職

員が対応することで、比較的実施しやすかったからと考えられる。このほか、インターネッ

トが普及し情報発信をしやすくなったこと、地域ブランドの広まり、物産展開催、都道府県

のアンテナショップ展開なども促進要因となっていると考えられる。 

 

３ 回帰分析による個別の雇用創出策の実施要因 

次に、個別の雇用創出策の実施要因について回帰分析を行ってみた。ここでも市町村長調

査と雇用問題担当者調査のマッチングデータを利用する。 

被説明変数は雇用問題担当者調査の企業誘致など 12 項目の雇用創出策の実施状況で、各々

の施策を実施している場合=１、実施していない場合=０とする。 

  

                                            
78 本報告書 47 ページの第 3-7 図を参照。 
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第 5-4 図 市町村別独自に実施した雇用創出策(2005 年度、複数回答) 

 

第 5-5 図 市町村別独自に実施した雇用創出策(2006 年度、複数回答) 

 

第 5-6 図 市町村別独自に実施した雇用創出策(2007 年度、複数回答) 

 
注：第5-4図～第5-6図の( )内は市町村×各施策のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準

で有意であることを、(n.s.)は有意でないことを表す。 
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説明変数は第 5-1 表と同じで、(1)雇用戦略のビジョンの効果として、①雇用創出の優先度

（雇用創出の優先度が低いをベース）、②内発的雇用創出の重視度（外発的雇用創出を重視す

るをベース）、③雇用創出の自立度（国中心で雇用創出を実施するのが望ましいをベース）、

④戦略的産業、(2)市ダミー（町村をベース）、(3)市町村合併ダミー（合併していないをベー

ス）、(4)産業構造を表す変数として、①製造業特化係数、②サービス業特化係数とした。 

第 5-2 表は、雇用創出施策別の 2005 年、2006 年、2007 年の実施状況に関する計算結果で

ある。以下、各施策について概観する。 

 

(1) 企業誘致の実施状況 

2005 年の「企業誘致」については、地域雇用創出の政策的優先度が低い自治体に比べて「複

数課題の中の１つ」という自治体、「優先度が高い」自治体の符号がプラスで、統計的にも有

意である。したがって、地域雇用創出の政策的優先度が低い自治体に比べて「複数課題の中

の１つ」という自治体および「優先度が高い」自治体の方が企業誘致を実施していることが

わかる。 

また、「内発的雇用創出の重視度」については、「外発的雇用創出を重視する」という自治

体に比べて「内発・外発両方を重視する」自治体、「内発的雇用創出を重視する」という自治

体ともに符号がマイナスになっている。したがって、「外発的雇用創出を重視する」という自

治体に比べて「内発・外発両方を重視する」自治体、「内発的雇用創出を重視する」という自

治体の方が企業誘致を実施していないことを意味するが、「内発的雇用創出を重視する」とい

う場合だけが統計的に有意である。 

そのほかの雇用戦略に関する変数（雇用創出の自立度、戦略的産業）で有意となっている

ものはない。 

自治体の属性を表す変数では、市ダミーの符号がプラスで有意なので、町村に比べて市の

方が企業誘致を実施しており、市町村合併ダミーの符号がプラスで有意なので、市町村合併

をしていない市町村に比べて合併をした市町村の方が企業誘致を実施していることになる。 

産業構造に関しては、製造業特化係数、サービス業特化係数の符号がともにプラスである

が、製造業特化係数だけが有意になっている。したがって、製造業特化係数が高い自治体で

企業誘致が実施されていることになる。 

企業誘致の実施状況については、2006 年、2007 年についても傾向は同じである。 

 

(2) 創業支援助成金の実施状況 

創業支援については、雇用戦略に関する変数は統計的に有意なものはない。市ダミー、2007

年を除く市町村合併ダミー、サービス業特化係数が有意となっている。市ダミーは各年とも

符号がプラスなので、町村に比べて市の方が創業支援策を実施しており、また、合併ダミー

も符号がプラスなので、合併しない市町村に比べて合併した市町村の方が創業支援を実施し
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ている。 

産業構造を表す変数のうち、サービス業特化係数の符号がプラスで有意となっている。サ

ービス業特化係数が高い自治体ほど、換言すれば、サービス業従業者比率が全国平均よりも

高い自治体ほど創業支援を実施していることになる。 

 

(3) 創業講習会、セミナーの開催の実施 

創業講習会、セミナーの開催は、雇用創出の自立度のうち都道府県が中心になり雇用創出

に取り組むべきという場合がマイナスで有意となっている（2005 年、2006 年）。したがって、

国が中心になり雇用創出に取り組むべきという場合に比べると都道府県が中心になり雇用創

出に取り組むべきという場合は創業講習会やセミナーを開催していないことになる。 

市ダミーは各年とも符号がプラスなので、町村に比べて市の方が創業講習会、セミナーを

開催していることになる。 

産業構造を表す変数のうち、すべての年でサービス業特化係数の符号がプラスで有意とな

っており、サービス業特化係数が高い自治体ほど創業講習会、セミナーを開催していること

になる79。 

 

(4) ベンチャー起業助成金の実施 

ベンチャー起業助成金の実施状況に関しては、戦略的産業が建設業、農林水産業重視の場

合、符号がマイナスで有意となっている(2006 年、2007 年)。したがって、建設業、農林水産

業での雇用創出を重視しているところではベンチャー起業助成金が実施されていないことに

ある。戦略的産業とベンチャー企業となるような業種とが異なるからだと思われる。 

それ以外の変数では、2006 年の市町村合併ダミーがプラスで有意なので、市町村合併した

ところでは合併しないところに比べてベンチャー起業助成金が実施されている。また、2007

年の製造業特化係数の符号がプラスで統計的に有意なので、製造業特化係数が高く、したが

って製造業従業者が全国平均より高いところではベンチャー起業助成金が実施されているこ

とになる。 

 

(5) インキュベータ施設の整備 

インキュベータ施設の整備の実施状況に関しては、製造業特化係数、サービス業特化係数

の符号がプラスで有意である（2007 年の製造業特化係数を除く）。したがって、製造業特化

係数、サービス業特化係数の大きさはインキュベータ施設の整備を実施する効果を持つこと

になる。これは、ある程度の産業の集積があることが事業創造につながり、そうした事業を

                                            
79 なお、上記の創業支援助成金と創業講習会、セミナーの開催は関連性があると考えられるので、相関係数を

計算してみたところ、2005 年は 0.292、2006 年は 0.283、2007 年は 0.351 で、いずれも１％水準で有意であっ

た（N=851）。 
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育成するためのインキュベータ施設が整備することが求められ、施策を実施するからだと考

えられる。 

それ以外の変数では、2006 年の市ダミーがプラスで有意なので、市のほうが町村に比べて

インキュベータ施設の整備を実施している。 

 

(6) 観光広報、普及の実施 

観光広報、普及の実施状況については、雇用戦略に関する項目のうち、内発的雇用創出の

重視度と戦略的産業が有意となっている。内発的雇用創出の重視度については、内発的雇用

創出を重視するという場合の符号がマイナスで有意なので、外発的雇用創出を重視するとい

う場合に比べて内発的雇用創出を重視する場合の方が観光広報、普及を実施していないこと

になる（2005 年を除く）。市町村がどのような産業構造で、どのような産業で雇用創出する

のかが符号がマイナスなったことと関係しているとも考えられるが、必ずしも明らかではな

い。 

これに対して、雇用創出の戦略的産業については計測結果の解釈が容易で、卸売・小売業、

飲食店、宿泊業など観光に関連する産業が戦略的産業であることがプラスで有意となってい

るので、観光広報、普及の実施を実施する効果を持っている。 

それ以外の説明変数では、市ダミーの符号がプラスで有意なので、町村に比べて市の方が

観光広報、普及を実施しているということになる。 

さらに、製造業特化係数の符号がプラスで有意となっている。製造業特化係数と観光広報、

普及の実施との関連については明らかではないが、食品など地域の特産品を加工する業種が

製造業の中心になっており、それを販売に結びつけるために観光広報、普及を実施している

いるとも考えられる。 

 

(7) 特産品広報、販路開拓支援の実施 

特産品広報、販路開拓支援の実施状況については、雇用戦略関連の変数のうち、雇用創出

策の自立度がプラスで有意である（2005 年を除く）。雇用創出の取組みを市町村中心で行う

のがよいと考える市町村では、雇用創出の取組みを国中心で行うべきと考えている市町村に

比べて、特産品広報、販路開拓支援を実施していることになる。 

市ダミーについてはいずれの年も符号がプラスで有意なので、町村に比べて市の方が特産

品広報、販路開拓支援を実施している。市町村合併ダミーも符号がプラスで有意であるので、

合併した市町村の方が合併しない市町村に比べて特産品広報、販路開拓支援を実施している

（2005 年を除く）。 

ここでも製造業特化係数の符号がプラスで有意となっている。製造業特化係数と特産品広

報、販路開拓支援の実施の関連については、観光広報、普及の実施状況と同じく、地域の特

産品を製造する業種が製造業の中心で、その広報、販路開拓のために施策を実施したと考え
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られる。 

 

(8) コミュニティビジネス支援 

コミュニティビジネス支援については、施策の実施状況をみてもほとんど実施されていな

い。計算結果をみても説明変数の中で有意なものはない。 

 

(9) フェア開催などの就労支援の実施 

フェア開催などの就労支援の実施については、雇用創出の自立度で符号がマイナスで有意

になっている変数があり、また、戦略的産業が製造業、運輸業の場合プラスで有意である（2005

年のみ）。すなわち、都道府県が中心になって雇用創出に取り組むのがよいと考えている自治

体では国が中心になって雇用創出に取り組むべきと考える自治体に比べてフェア開催などの

就労支援を実施していない。統計的に有意ではないが、2006 年、2007 年も符号はマイナスで

ある。これは、都道府県が中心になって雇用創出に取り組むのがよいと考えている自治体に

は町村が多く、町村だけではフェア開催を維持する求職者・求人企業の参加が望めないこと

が背景になっているのではないか。 

このほか、市ダミーについてはいずれの年も符号がプラスで有意なので、町村に比べて市

の方がフェア開催などの就労支援を実施している80。 

 

(10) 新卒者向け企業見学会の実施 

新卒者向け企業見学会の実施についての計算結果を見ると、2006 年の戦略的産業が卸売・

小売業、飲食店、宿泊業である場合、符号がマイナスで有意となっており、新卒者向け企業

見学会の開催が実施されていない。また、2007 年については内発的雇用創出の重視度がマイ

ナスで有意となっており、外発的雇用創出を重視する場合に比べて新卒者向け企業見学会が

実施されていない。 

新卒者向け企業見学会の実施については、実施している市町村の比率が低いこともあり、

必ずしも明確な傾向を読み取ることができない。 

 

(11) 教育訓練、能力開発支援の実施 

教育訓練、能力開発支援の実施については、３年とも雇用創出の自立度で符号がマイナス

で有意になっている変数があり、都道府県が中心になって雇用創出に取り組むのがよいと考

えている自治体では国が中心になって雇用創出に取り組むべきと考える自治体に比べて教育

訓練、能力開発支援を実施していない。 

                                            
80 このほか、フェア開催などの就労支援は都道府県単位や市町村が広域で開催したり、労働局と共催で開催し

たりするので、市町村が独自で実施することが少ないとも考えられる。 
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また、製造業特化係数については、符号がプラスで有意、サービス業特化係数については

符号がマイナスで有意となっている。製造業特化係数が高く、したがって、製造業従事者の

構成比が平均より高い自治体では教育訓練、能力開発支援を実施しているのに対して、サー

ビス業特化係数が高く、したがって、サービス業従事者の構成比が平均より高い自治体では

教育訓練、能力開発支援を実施していないことになる。 

このほか、市ダミーについてはいずれの年も符号がプラスで有意なので、町村に比べて市

の方が教育訓練、能力開発支援を実施している。 

 

(12) その他の雇用創出策の実施 

上記以外の雇用創出策の実施状況については、雇用戦略に関する変数のうち、製造業、運

輸業を戦略的産業としている場合、符号がプラスで有意となので、雇用創出策を実施してい

ることになる（2006 年を除く）。 

このほか、市ダミーについてはいずれの年も符号がプラスで有意なので、町村に比べて市

の方がその他の雇用創出策を実施している。 

 

以上、市町村が独自に実施した雇用創出策の実施に関する要因を検討してきた。こうした

計算結果から考えられるのは、市町村では雇用戦略のビジョンを持つようになったが、それ

を個別の施策として具体化するところにつながっていないのではないか。また、市町村が地

域雇用創出において主体性を発揮するよう期待されるが、実施された施策は企業誘致など外

発的雇用創出策が中心であることから、内発的雇用創出のメニューを考え、個別の施策をど

のように組み合わせて雇用創出に結びつけていくか、具体的な取り組みが求められよう。 

 

第３節 市町村における雇用創出策の実績と雇用状況の変化 

雇用創出策を実施状況と市町村の雇用状況とはどのような関係にあるのか。以下ではこの

点について検討する。なお、本章の冒頭で述べたように、本来であれば政策効果の分析には

因果関係を明らかにするべきであるが、市町村別の資料が制約されているので、厳密さを欠

くが、雇用創出策の実施状況によって雇用状況の変化に違いがあるかどうかという二次的な

接近方法を採ることにした。 

まず、市町村が独自に実施した雇用創出策の有無と３年前と比較した雇用状況の変化につ

いてクロス集計した結果が第 5-7 図である。 

雇用創出策の実施状況にかかわらず雇用状況が「悪化した」という回答が多いが、これは、

調査時期が景気後退期にかかっていたことと関係あるかもしれない。独自に実施した雇用創

出策に対する回答のうち、「その他」「わからない」という自治体の数が少ないので、ここで

は独自の雇用創出策が「ある」「ない」に注目する。独自の雇用創出策が「ある」という自治

体では３年前比べて雇用状況が「改善した」という自治体の構成比が 21.6％であるのに対し 
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て、「ない」という自治体では雇用状況が「改善した」という自治体の構成比が 10.3％で、

両者には 11％ポイントの差がある。雇用状況が「３年前と変わりない」という回答について

は、独自の雇用創出策が「ある」自治体では 31.5％であるのに対して、「ない」という自治

体では 43.2％で、11.7％ポイントの差がある。 

 

第 5-7 図 独自に実施した雇用創出策の有無と雇用状況の変化の関係 

 
注：χ2=26.939、p<0.01。雇用創出策の有無の「その他」（４ケース）は、2005 年以前から継続していた施策

があるという回答。 

 

雇用状況の変化の評価が主観的なものであること、また、独自の雇用創出策の実施状況と

雇用状況の改善との間の因果関係を検証できないので注意を要するが、独自の雇用創出策を

実施した自治体では実施していない自治体に比べて、３年前の雇用状況を維持しているか雇

用状況が改善したという地域が多い。 

雇用状況が改善した地域と雇用状況が悪化した地域の雇用創出策の実施状況に注目する

と、たとえば、2005 年の雇用創出策の実施状況は、過去３年間で雇用状況が改善した地域と

悪化した地域とで雇用創出策の実施状況が異なっている。雇用状況が改善した地域の企業誘

致の実施比率が 46.1％であるのに対して、雇用状況が悪化したという地域の企業誘致の実施

比率は 29.7％で、実施比率に 16.4％ポイントの差がある。他の雇用創出策についても、イン

キュベータ施設整備を除いて雇用状況が改善した地域の方が雇用創出策の実施比率が高い。

2006 年、2007 年についてもコミュニティビジネス支援の実施比率が雇用状況改善自治体より

も悪化自治体で実施比率が高いのを除けば、雇用状況が悪化したという自治体に比べて雇用

状況が改善したという自治体の方が雇用創出策の実施比率が高い81。 

                                            
81 先に見たように、観察期間３年間で雇用創出策の実施比率が上昇しているが、実施比率の上昇にも雇用状況

が改善した地域と悪化した地域とでは差がある。たとえば、雇用状況が改善した地域の企業誘致の実施比率

が７％ポイント上昇しているのに対して、雇用状況が悪化した地域では企業誘致の実施比率の上昇は 4.4％ポ

イントである。ベンチャー企業支援とインキュベータ施設整備では、雇用状況改善地域ではわずかながら実

施比率が上昇しているが、悪化地域では実施比率が減少している。 
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このように、雇用状況が改善したという自治体ではそうでない自治体に比べて何かしら独

自の雇用創出策を実施している比率が高い。 

 

第 5-8 図 雇用創出策の実績と雇用状況の変化(2005 年) 

 

 

第 5-9 図 雇用創出策の実績と雇用状況の変化(2006 年) 
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第 5-10 図 雇用創出策の実績と雇用状況の変化(2007 年) 

 

注：第5-8図～第5-10図の( )内は市町村×各施策のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準

で有意であることを、(n.s.)は有意でないことを表す。 

 

第４節 独自に実施した雇用創出策の評価82 

独自の雇用創出策を実施した市町村ではその効果をどのように評価しているのか、そして

その根拠は何なのか。以下ではこの点について検討する。 

市町村が独自に実施した雇用創出策の成果を総合的に見てどのように評価しているのか、

「期待を大幅に上回る効果があった」など８項目から択一回答してもらった。第 5-11 図はそ

の集計結果である。 

独自の雇用創出策の効果がわかっている自治体のうち、「現段階では効果はわからない」

という自治体が 40.9％あり、また、「効果を把握していない」という自治体も 13.8％あった

ことから、半数以上の自治体の評価は定まっていない。 

評価が定まっている自治体では、「概ね期待通りの効果があった」という自治体が 26.3％

で、「期待を大幅に上回る効果があった」と「期待を上回る効果があった」を合わせると、独

自の雇用創出策の効果を肯定的に評価している自治体の比率は 31.6％になる。これに対して、

「期待を下回る効果があった」「期待を大幅に下回る効果であった」という否定的な回答は

3.3％であった。 

  

                                            
82 独自に実施した雇用創出策が雇用指標をどれだけ改善したか、有効求人倍率を用いて分析したが、統計的に

有意な結果は得られなかった（結果については省略）。前回調査でも同様の分析を行ったが、結果は同じく有

意ではなかった。 
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第 5-11 図 独自の雇用創出策の評価（N=400） 

 

次に、どのような施策を実施した場合にその効果が高かったのかを検討する。ただし、独

自に実施した雇用創出策とその効果が１対１に対応していないので、いくつかの方法で検討

する。 

まず、独自に実施した雇用創出策とその評価をクロス集計してみたが、全体的な傾向とし

て、「その他」「現段階では評価はわからない」という回答が多いので、明確な傾向がわかり

にくい（集計結果は省略）。そこで、「現段階ではわからない」「効果を把握していない」「不

明・無回答」を除いて、「期待を大幅に上回る効果があった」という回答比率と「期待を上回

る効果があった」という回答比率の合計から「期待を下回る効果であった」の回答比率と「期

待を大幅に下回る効果であった」の回答比率の合計を減じてディフュージョンインデックス

(DI)を計算した83。その結果が第 5-12 図である。 

この図を見ると、すべての施策についてプラスの数値であり、肯定的な評価がなされてい

ることになる。しかし、個々の施策によって評価の傾向が異なっている。たとえば、外発的

雇用創出策である企業誘致については DI の値が小さいので、肯定的・否定的の評価が必ずし

も定まっていない。これに対して、実施比率は低いものの「創業講習会、セミナー」「ベンチ

ャー企業助成金」「インキュベータ施設の整備」「コミュニティビジネス支援」といった内発

的雇用創出策は相対的に高く評価されている。また、「創業講習会、セミナー」「コミュニテ

ィビジネス支援」については年度によって評価が異なっている。 

政策効果の評価が主観的なものであること、また、内発的雇用創出策を実施している市町

村の数が少ないので、上記の結果を一般化するには慎重を期すべきであるが、雇用創出策の

成果という観点からすれば、比較的評価が高い内発的雇用創出につながる施策をどのように

実施していくかが今後の取組みの課題になろう。 

 

                                            
83 「期待通りの効果があった」という回答を肯定的な回答として解釈するか、中立的な回答として解釈するか

判断に迷ったが、ここでは中立的な回答として解釈した。 
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第 5-12 図 市町村独自の雇用創出策とその評価の DI 

 
注：DI=（「期待を大幅に上回る効果」の回答比率＋「期待を上回る効果」の回答比率）－（「期待を下回る効

果」の回答比率＋「期待を大幅に下回る効果」の回答比率）。 

 

次に、市町村が実施した雇用創出策の実施状況とそれに対する評価の関係を回帰分析によ

って検討する。被説明変数は雇用創出策に対する総合的な評価、説明変数は雇用創出策の実

施状況である。 

分析に先立ち、説明変数である雇用創出施策が多重共線関係にあることを考慮し、因子分

析によって合成変数を作成することにした。 

主因子法、エカマックス回転、固有値１の規準により各年度とも３つの因子が抽出された。

各年度とも因子の内容はほぼ同じである。 

2005 年度については、第一因子が「特産品広報、販路普及支援」「観光広報・普及」から

なる「地域資源活用型雇用創出策」（累積寄与率 14.936％）、第二因子が「教育訓練、能力開

発支援」「フェア開催など就労支援」「企業誘致」「創業支援助成」「その他」「ベンチャー企業

助成金」「新卒者向け企業見学会」からなる「企業助成・人材育成型雇用創出策」（累積寄与

率 28.251％）、第３因子が「創業講習会、セミナー開催」「インキュベータ施設整備」「コミ

ュニティビジネス支援」からなる「企業育成型雇用創出策」（累積寄与率 40.390％）である。 

2006 年どについては、第一因子が「特産品広報、販路普及支援」「観光広報・普及」から

なる「地域資源活用型雇用創出策」（累積寄与率 15.011％）、第二因子が「企業誘致」「教育

訓練、能力開発支援」「フェア開催など就労支援」「創業支援助成」「ベンチャー企業助成金」

「その他」「新卒者向け企業見学会」からなる「企業助成・人材育成型雇用創出策」（累積寄

与率 28.319％）、第３因子が「創業講習会、セミナー開催」「インキュベータ施設整備」「コ

ミュニティビジネス支援」からなる「企業育成型雇用創出策」（累積寄与率 40.091％）であ

る。 
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2007 年度については、第一因子が「特産品広報、販路普及支援」「観光広報・普及」「新卒

者向け企業見学会」からなる「地域資源活用型雇用創出策」（累積寄与率 14.796％）、第二因

子が「教育訓練、能力開発支援」「フェア開催など就労支援」「企業誘致」「その他」「ベンチ

ャー企業助成金」「創業支援助成」からなる「企業助成・人材育成型雇用創出策」（累積寄与

率 27.756％）、第３因子が「創業講習会、セミナー開催」「インキュベータ施設整備」「コミ

ュニティビジネス支援」からなる「企業育成型雇用創出策」（累積寄与率 39.480％）である。 

これらの変数を説明変数として、順序ロジット回帰分析を行った84。第 5-5 表がその結果

である。被説明変数は、雇用創出策が期待以下の効果があった=1、期待通りの効果があった

=2、期待以上の効果であった=3 というように、数値が大きいほど評価が高いので、係数の符

号がプラスになっている場合に施策の効果に対する評価が高いことを表している。 

この表の上のパネルをみると、2005 年、2007 年については「企業育成型雇用創出策」の

符号がプラスで有意なので、この施策を実施したとき総合的に見た雇用創出策の効果を高く

すること、製造業特化係数の符号がプラスで有意なので、製造業従業者比率が全国平均より 

 

第 5-5 表 雇用創出策の評価に関する順序回帰分析の結果 

 

注：係数につけた記号は、***が1％、**が5％、*が10％水準で有意であることを表す。 

                                            
84 順序プロビット分析による推計も行ったが、推計結果から読み取れる結果は同じであったので計算結果の掲

載を省略する。 
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も高い地域で雇用創出策の効果の評価を有意に高くする効果があることが確認できる。また、

2006 年については雇用創出策の因子は雇用創出策に対する評価に有意な効果はない。 

下のパネルは市ダミーの代わりに人口規模ダミーを説明変数にしているが、こちらでも

2005 年、2007 年については「企業育成型雇用創出策」の符号がプラスで有意なので、この施

策を実施したとき総合的に見た雇用創出策の効果を高くする。しかし、製造業特化係数は各

年とも有意ではない。人口規模については、人口 10 万人以上 30 万人未満の自治体で 2005

年、2007 年がマイナスで有意なので雇用創出策の効果を低くすることを示している。 

ところで、市町村ではどのような根拠で雇用創出策を評価したのであろうか。具体的には

第 5-6 表のような要因が挙げられている85。 

 

第 5-6 表 市町村があげる雇用創出の成功要因 

類型 具体的な内容 

①地域資源

活用の効果 

 豊富な人材に企業が着目したこと。 

 特産品の加工商品を商工会が中心に開発を行ったが、開発された商品が消費者

ニーズに合っていたため成果が上回った。 

②求人開拓

や就職支援

などの積極

的な取組み 

 市長自らが企業訪問し、求人票提出を要請した。 

 市における初めての取組みであり、参加者が多かった。事業周知を積極的に行

なった。参加者が意欲的に就職活動を行なった。 

 地域職業相談室を設置したことによって相談件数が増えた。 

 雇用情報支援サイトの開設、就職セミナー、パソコンセミナ－等各種講座、若

年者の就職相談、高齢者職業相談室、内職相談室等、様々な施策に取り組み、

雇用の支援を行っているため。 

 就職セミナーの実施にあたって、研修を行うだけでなくキャリアカウンセリン

グによる適性の把握を行うとともに、研修終了後は市無料職業紹介所に求職者

登録をしてもらい、合同就職面接会の開催など職業紹介のサポートを継続して

行っていること。 

 空店舗を利用してコミュニティショップを設置しジョブサポーターと障害者

スタッフが共同運営するという画期的な企画だったため。 

 パッケージ事業を通じて、受講者のレベルアップ（情報発信能力、接客サービ

ス、介護の技術、観光案内能力など）を図ることができ、雇用の創出につなが

った。 

 パッケージ事業で事業参加の呼びかけを個別に行うなど、積極的に広報活動を

行ったため。講座を行うだけでなく、個別の相談指導を実施したため。 

③広報など

周知、啓蒙

活動の効果 

 地元高校への就職に対して啓発活動の成果。企業見学会や啓発活動において、

地元企業の方に参加していただくことで、就職への意識向上並びに地元での企

業を知るよい機会となった。 

 各機関や新聞折込広告等で PR を積極的に行ったため。 

  

                                            
85 複数の要因にまたがる場合も含まれているので分類は厳密なものではない。なお、具体的な地名や施策の名

称などは原文の文意を損なわない範囲で省略した。 
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第 5-6 表 市町村があげる雇用創出の成功要因（続き） 

類型 具体的な内容 

④企業誘致

の効果 

 大型ショッピングセンターが進出するなど、企業立地による雇用者数の増加が

要因。 

 大型商業施設の進出があり、テナントや雇用で地元優先をとれた。 

 市町村合併後、企業誘致を専門に扱う、企業振興課が創設されたことに伴い、

優遇制度の見直しや積極的な企業訪問活動等を実施した結果、雇用創出に結び

ついた。 

 企業優遇制度による企業誘致の推進。 

 有名大規模小売店の誘致及び、自動車の部品を主に製造する会社を誘致したこ

とから、概ね期待通りの効果があった。 

 工業団地への企業誘致が約９割に達したことにより、雇用の増加が見込まれ

る。 

 高齢化、過疎化がすすむ地域での企業進出があり、雇用をはじめ、地域の活性

化につながったこと。 

 国、県、町の企業誘致に係る補助制度。 

 進出した企業の新規雇用に対して、市民の雇用を条件にした優遇制度を適用し

たため。 

 下請け企業などのすそ野が広い自動車組立工場の誘致ができたため、大きな雇

用を生む要因になったと考えられる。併せて、バイパスの建設も進み、陸・海・

空の交通拠点というポテンシャルが有するということも大きな要因である。 

 コールセンター等の情報通信産業をターゲットにした企業誘致活動により雇

用者数が伸びた。 

 （進出企業の）情報の収集ができ、即対応できる組織体制であったため。 

⑤組織間の

連携の効果 

 ハローワーク、商工会議所をはじめ、市内各企業等の関係機関と連携し、地道

な情報収集につとめ、求職者への適切なアドバイスができたこと。 

 パートバンクと連携する事により、求人情報等の入手やハローワークへの紹介

など支援が可能な状況であった。 

 ハローワークや労働事務所などと連携し、求職者に情報提供を行ったため、妥

当な効果があったと思われる。 

 雇用・労働問題相談会の実施において、職業安定所、労働福祉事務所と連携を

とり、専門相談員の派遣を行った。 

 

このうち、①に挙げられている要因のように、必ずしも市町村による取組みではないよう

に思われる。②については、市町村による取組み、就職支援のためのシステムを整えたこと

が雇用創出の成功要因につながったとしている。市町村の取組みを支援するパッケージ事業

が有効であったとしている事例もある。これと関連して、③で挙げられているように、市町

村の取り組みについて情報発信することが個人の支援につながっている。④については、企

業誘致のための市町村の組織的な取組みと優遇制度など誘致のためのソフト面での対応が効

果を上げているとしている。また、戦略的産業を具体的に決めて取り組んだことが成功につ

ながっている事例もある。⑤は、市町村が単独で地域雇用創出に取り組むのではなく、国の

機関とネットワークを形成して取り組んだことが雇用創出につながったとしており、②や③
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と補完的だと思われる。 

以上、市町村の雇用問題担当者が指摘する雇用創出策の（主観的な）成功要因は、①人材

を含む地域資源の活用、②就職支援など市町村の雇用創出のための積極的取組み、③広報・

周知、④企業誘致、⑤組織間の連携にまとめることができよう。 

 

第５節 小括 

以上、この章の議論をまとめると、以下のようになる。 

 

(1) 独自に何らかの雇用創出策を実施している市町村は全体の 47％である。独自に雇用創出

策を実施するかどうかを決める要因として、雇用創出の政策的優先度や雇用戦略の類型が挙

げられる。雇用創出の優先度が高い市町村では独自の雇用創出策を実施しているという結果

は常識的なことであるが、雇用戦略の類型との関係では、タイプ１（製雇用創出を複数課題

の中の１つに位置づけ、製造業を戦略的産業とする外発的雇用創出を都道府県中心で進める）

の市町村で独自の雇用創出策を実施している比率が高い。 

(2) 個別の雇用創出策の実施状況は、企業誘致の実施比率が高く、地域資源の広報・普及に

つながる「観光の広報・普及」「特産品の販路開拓支援」「能力開発支援」「就職フェアの開

催」などの実施比率が高い。 

個別の雇用創出策の実施要因は、企業誘致など一部の施策を除いて、雇用創出の政策的優先

度、重視する雇用創出の方法、雇用創出に中心的に取り組むポリシーメーカーといった要因

より人口規模や産業構造の効果が大きい。 

(3) 何らかの独自の雇用創出策を実施した市町村ではそうでない市町村に比べて雇用状況が

改善したという回答比率が高い（ただし、因果関係は明らかではないので、解釈には十分注

が必要である）。個別の雇用創出策についても、一部の施策を除いて、雇用創出策を実施し

た市町村の方がそうでない市町村に比べて雇用状況が改善したという回答比率が高い。 

(4) 独自の雇用創出策について３分の 1 の市町村が肯定的に評価している。しかし、半数以

上の市町村の評価は定まっていない。個別の雇用創出策については、「創業講習会、セミナ

ーの開催」「ベンチャー企業支援」「インキュベータ施設の整備」「コミュニティビジネス支

援」など内発的雇用創出策が肯定的に評価されている。内発的雇用創出策は実施比率が低い

のでこの結果を一般化するには注意を要するが、比較的評価が高い内発的雇用創出策にどの

ように取り組むかが今後の取組みの課題となる。 

(5) 雇用創出策の成功要因に関する市町村からのコメントとして、人材を含む地域資源の活

用、就職支援など市町村の積極的な取組み、広報・周知などの情報提供、企業誘致の成功、

組織間の連携といった要因が挙げられている。 
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第６章 企業誘致による雇用創出 

 

第１節 はじめに 

第５章で見たように、市町村で実施されている雇用創出策のうち最も実施比率が高いのは

企業誘致である。多くの自治体では外発的雇用創出策として企業誘致を実施していた。企業

誘致の結果である立地企業数を市町村別に見ても一部の市町村を除けば立地件数が少なく、

明確な傾向はわかりにくいが、前章で見たように、地域雇用創出の成功要因として、企業誘

致に成功したことを挙げる市町村も多い。 

しかし、自治体が企業誘致に取り組んだとしても、実際に企業が進出したのかどうか、企

業が進出した実績がある場合、どれだけの雇用を創出したのかといったことも問われなけれ

ばならない。この章では外発的雇用創出策としての企業誘致を取り上げ、市町村が企業誘致

にどのようにして取り組んだのかを検討していく。 

 

第 6-1 図 2008 年の製造業工場の立地件数の統計地図（コロプレス法） 

 

 資料出所：経済産業省「平成 20 年工場立地動向調査」より作成。 

 

その際、企業誘致のための優遇策の効果や企業誘致の雇用創出はどうなのかといったこと

にも目を向ける。第 1 章で取り上げたように、内閣府(2005)『地域の経済 2005』では、自治

体の補助金の効果について、補助金額の高低と工場立地件数の増加との間の関係は確認でき

ないが、補助金設置以降に工場立地件数が増加しており、雇用への効果もあること、コール

センターが地方進出した場合にはパート・アルバイトの雇用創出が多いことを見いだしてい
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る。市町村でもこうしたことが起きているのか確認することが本章の課題の１つである。 

いうまでもなく、大型ショッピングセンターや介護施設を誘致することでも雇用創出につ

ながるが（実際にそういった事例も多い）、地域雇用創出における戦略的産業として製造業を

挙げる市町村が多かったこともあり、議論の取りかかりとして対象を製造業に限定し、経済

産業省「平成 20 年工場立地動向調査」の都道府県別の資料を用いて大まかな傾向を確認する

86。なお、この資料は都道府県別のデータである。 

第 6-1 図は、2008 年の製造業工場の立地件数を統計地図に表したものである。立地件数の

平均値は 34.7（標準偏差 28.8）である。立地件数が最も多かったのは静岡県の 144 件で、以

下、兵庫県（102 件）、愛知県（98 件）、群馬県（83 件）、茨城県（79 件）などの順になって

いる。 

第 6-2 図は都道府県別立地工場の類型構成を横帯グラフにしたものである。地域によって

立地した製造業業種類型が異なっていることがわかる。この類型に従って都道府県を分類す

ると、地域資源型立地多い自治体は、徳島県、宮崎県、鳥取県、東京都、島根県、沖縄県、

北海道、和歌山県、秋田県、岩手県などである。また、加工組立型の構成比が 50％を超える

自治体は 23 都府県で、特に愛媛県、岐阜県、滋賀県、山形県、石川県、愛知県、鹿児島県、

静岡県、山梨県、高知県などである87。 

この資料では工場立地における立地地点選定に際して重視した項目についても調べてい

る（第 6-3 図）。これを見ると、本社・他の自社工場への近接性、関連工場への近接性、工業

団地であること、地価といった項目が重視されている。これらの項目から、立地先に「産業

集積」のメリットがあるかどうかが製造業企業の地方立地上のポイントとなることがわかる。

また、「国や地方自治体の助成」や「地方自治体の誠意・積極性・迅速性」といった項目に対

するウエイトは必ずしも高くない。 

ところで、自治体では雇用創出の観点から企業誘致をどのように評価しているのであろう

か。第 1 章で見たように、既存の調査研究では、企業誘致に対する評価は必ずしも肯定的な

ものばかりではない。たとえば、八幡が指摘するように、雇用創出のための政策として企業

誘致を実施することについては企業側の進出意欲もあるので、必ず成功するとは限らない。

また、どのような業種の企業を誘致するかによって創出される雇用の質も異なってくる。地

域の雇用を支えてきた誘致企業が世界同時不況によって撤退、閉鎖した事例は多数存在する

88。また、自治体によっては企業誘致を実施しても雇用創出効果を把握していない場合もあ

る。 

 

                                            
86 本報告書第３章、第 3-7 図を参照。 
87 東京都のように立地件数が少ない自治体も含まれているので、大まかな傾向を記述するにとどめる。 
88 日経グローカルによれば「リスク分散に取り組んだところほど不況への耐性が強い」として誘致企業の構成

を多業種化している自治体を紹介している。「不況に強い自治体とは－企業誘致を考える」『日経グローカル』

No.119、2009 年 3 月 2 日号、８～19 ページを参照。 
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第 6-2 図 都道府県別製造業立地企業の類型別構成 

 
資料出所：経済産業省「平成 20 年工場立地動向調査」より作成。類型は以下の通り。 

「地域資源型」：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ・紙、窯業・土石製品。 

「雑貨型」：家具、印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、その他製造業。 

「基礎素材型」：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属。 

「加工組立型」：金属製品、汎用機械、生産用機械、業務用機械、電子・デバイス、電気機器、情報通信機械、

輸送用機械。  
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第 6-3 図 工場立地における立地地点選定に際して重視した項目（複数回答） 

 

 資料出所：経済産業省「平成 20 年工場立地動向調査」より作成。 

 

市町村では企業誘致による雇用創出にどのように取り組み、実際にどれだけの企業が進出

し、どれだけの雇用創出につながったのか。この章ではこういった点について検討していく。 

 

第２節 企業誘致の実施状況とその方法 

具体的な検討にはいる前に、市町村による企業誘致の実施状況を再確認しておく。アンケ

ート調査回答自治体のうち、調査対象期間中に企業誘致を実施した自治体は回答自治体の

74％である。市町村別に見ると、市の約 80％、町の約 60％、村の約 30％が企業誘致に取り

組んでいる。 

市町村が雇用創出のために企業誘致に取り組んでいるといっても、具体的にどのような方

法を採ったのであろうか。上で引用した経済産業省資料によれば、立地地点の選定に際して

地方自治体の助成や地方自治体の誠意・積極性・迅速性が立地に及ぼす効果は限定的である。

雇用創出のために自治体はどのような取り組みを行うのがよいのであろうか。 
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まず、市町村ではどのような方法で企業誘致を行ったのであろうか。「自治体のウエッブ

ページに掲載して進出企業を募集した」など８項目から複数回答してもらった（第 6-4 図）。

回答結果を見ると、市町村長調査ではトップセールスをしている自治体が 37.9％に達してい

る。また、雇用問題担当者調査では、「自治体職員が企業訪問を実施した」が 69.9％で最も

多く、以下、「パンフレットを作成した」の 59.2％、「自治体のウエッブページに掲載して進

出企業を募集した」が 49.0％等となっている。 

 

第 6-4 図 企業誘致の方法（複数回答、N=307、ただし、トップセールスは N=533） 

 

 

第 6-5 図 市町村別企業誘致の方法 

（複数回答、N は市が 167、町が 48、村が 2。ただし、トップセールスは市が 275、町が 222、村が 35） 

 
注）( )内は市町村×各方法のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準で有意であることを、

(n.s.)は有意でないことを表す。 
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第 6-5 図は市町村別に見た企業誘致の方法である。市で採られている方法で多いのは、企

業訪問（79.0％）、パンフレットの作成（72.2％）、ウェブでの進出企業の募集（63.0％）など

となっている。町では企業訪問（64.9％）、パンフレットの作成（43.2％）、村は回答数が２

村と少ないが、ウェブによる募集と企業訪問によって誘致に取り組んでいる。 

さらに、市町村長調査によれば、市長の 44.7％、町長の 32.9％、村長の 17.1％が企業誘致

のトップセールスを行っている。 

 

第 6-6 図 雇用創出の政策的優先度別企業誘致の方法(複数回答) 

 

第 6-7 図 雇用創出で重視する方法別企業誘致の方法（複数回答） 
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第 6-8 図 雇用創出の中心となるべきところ別企業誘致の方法（複数回答） 

 

注：第6-6図～第6-8図の( )内は各方法のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準で有意で

あることを、(n.s.)は有意でないことを表す。 

 

企業誘致を実施するかどうかは市町村の雇用創出についての考え方とも関係していたの

で、誘致の方法についても関連があるかもしれない89。そこで、雇用創出の政策的優先度、

雇用創出で重視する方法、雇用創出の自律性によって誘致の方法に違いがあるか検討してみ

る。以下は市町村長調査データと雇用問題担当者データのマッチングデータを用いてクロス

集計をした。 

企業誘致の方法のうち、雇用創出の政策的優先度によって差があったのは「企業訪問の実

施」と「外部人材の活用」の２項目であった（第 6-6 図）。雇用創出の政策的優先度が低い場

合、企業誘致のための積極的な行動はしていない。これに対して、政策的優先度が高くなる

ほど様々な施策に取り組んでいる。特に、雇用創出の政策的優先度が高い場合は雇用創出を

複数課題の中の１つに位置づけている自治体に比べて企業訪問の実施、外部人材の活用をし

ている企業誘致している自治体の比率がより高い。 

また、雇用創出で重視する方法で企業誘致の方法に有意な違いはない(第 6-7 図)。外発的

雇用創出を重視するからといって自治体が企業誘致のために講じる施策には特別なものがな

い。 

さらに、雇用創出を中心となって担うべきところがどこかによって、企業誘致の方法が異

なり、「市町村が中心になって雇用創出に取り組むべき」という自治体ほど積極的に企業誘致

に取り組んでいるかもしれない。そこで、雇用創出に取り組むにあたり、国、都道府県、市

町村のどこが中心になって取り組むのが望ましいかという考えと、企業誘致の方法をクロス

集計してみた。第 6-8 図のクロス集計のχ2検定結果を見ると、「ウェブで進出企業募集」「企

                                            
89 第５章の第 5-2 表の独自の雇用創出策の実施要因に関する回帰分析結果を参照。 
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業訪問の実施」「パンフレット作成」「その他」といった方法で有意な差があった。 

「市町村中心」という場合、「企業訪問」「ウェブでの募集」「パンフレット作成」などが

取り組みの中心である。「都道府県中心」という場合も、「企業訪問」「パンフレット作成」な

どの取組みを行っているが、いずれの誘致策も実施比率が相対的に低い。「国中心」と考える

自治体では「パンフレット作成」の実施比率が高く、また、他の考えに比べて各施策の実施

比率が高い傾向がある90。 

この章の始めに見たように、企業の立場からすれば、自治体がどのような施策を講じてい

るかは地方立地の意思決定を左右するほど大きなポイントにはなっていない。一方、市町村

が企業誘致のために講じることができる施策の種類は限られており、また、企業誘致のため

に投じることができる資源（金銭的、人的両方を含む）にも制約がある。確かに雇用機会に

恵まれない市町村からすれば、企業立地による雇用創出効果は大きいと思われる。しかし、

企業が何を重視して地方に立地するのか、地域の地理的環境、産業構造等を踏まえることな

く誘致活動を行うことは、効果的な雇用創出策となり得ないと思われる。 

 

第３節 企業誘致の実績とその効果 

企業誘致活動や、誘致のために種々の優遇策を講じた結果、実際にどれだけの企業が進出

したのか、そのうち操業を開始したのは何社あったのか。アンケート調査では企業誘致の結

果、実際に進出した事業所数・企業数を記入してもらった。第 6-9 図はその集計結果である。 

誘致企業数の基本統計量を見ると、進出した事業所数・企業数の平均値は 7.3 社（標準偏

差 17.9）で、操業を開始した事業所・企業数の平均は 5.0 社（標準偏差 6.4 社）である91。 

誘致事業所・企業数の分布は、「１～３社」が 35.6％で最も多く、以下、「４～６社」が 19.9％、

「７～９社」が 11.1％等となっている。なお、誘致活動を実施しても進出実績に結びつかな

かった自治体（誘致実績「０事業所・社」）は 7.5％であった。 

操業開始企業数の分布を見ると、「１～３社」が 35.8％で最も多く、以下、「４～６社」の

18.2％、「０社」の 13.0％等となっている。 

誘致企業数が市町村で差があるかどうかをみると、市区の平均は 9.62社（標準偏差 22.873）、

町村の平均が 2.37 社（標準偏差 3.24、５％水準で有意）である92。 

  

                                            
90 国による支援や情報提供の効果とも考えられるが、アンケート調査ではこの点について確認していない。 
91 操業を開始した企業数には 2005 年以前に進出が決定した企業で 2005～2007 年に操業を開始した企業も含ま

れるので、必ずしもデータが対応しているわけではない。進出が決定した企業数とそのうち操業を開始した

企業数の比率を試算すると、83.9％となる。 
92 集計対象の町村の数が少ないことを考慮し、市区と町村に分けて検定した。なお、町（39 ケース）の誘致企

業数の平均は 2.38 社（標準偏差 3.83）、操業企業数の平均は 1.89 社（標準偏差 2.75）、村（２ケース）の誘致

企業数、操業企業数は平均はともに 2.00 社（標準偏差 2.83）である。 
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第 6-9 図 誘致企業数（外側のグラフ）と操業開始企業数（内側のグラフ）の分布（ともに N=307） 

 

誘致企業数と自治体が実施した様々な施策関係を検討するために、企業誘致数を被説明変

数として分散分析をおこなった。ここでは企業誘致のために実施した施策の効果に関心があ

るので、「ウェブで進出企業を募集した」など 7 つの自治体の施策ごとに推計を行った。この

ほか、説明変数に、「雇用創出の政策的優先度」、「重視する雇用創出策」、「雇用創出で中心に

なるべきところ」、「市町村」、製造業特化係数を説明変数として、三次の交互効果まで計算し

た93。 

第 6-1 表は分散分析の結果である。この表を見ると、製造業特化係数がいずれの場合も有

意となっている。その他の説明変数の主効果は、「市町村」が一部で有意であるものの、「雇

用創出の政策的優先度」、「重視する雇用創出の型」、「雇用創出で中心になるべきところ」、「企

業誘致施策」についてはいずれも誘致企業数に有意差はない。 

誘致施策については、「アンケート調査を実施」、「企業訪問の実施」、「外部人材の活用」

の交互効果で誘致企業数に有意差がある。「アンケート調査を実施」*「雇用創出で中心にな

るべきところ」、「アンケート調査を実施」*「市町村の別」が二次の交互効果で、「アンケー

ト調査を実施」*「雇用創出の政策的優先度」*「重視する雇用創出の型」、「アンケート調査

を実施」*「雇用創出の政策的優先度」*「雇用創出で中心になるべきところ」が三次の交互

効果でそれぞれ誘致企業数に有意差があった。 

「企業訪問の実施」については、「市町村の別」との二次の交互効果、「重視する雇用創出

の型」*「雇用創出で中心になるべきところ」との三次の交互効果で誘致企業数に有意差があ

った。 

「外部人材の活用」については、「雇用創出の政策的優先度」*「雇用創出で中心になるべ

きところ」との三次の交互効果が誘致企業数に有意差が認められた。 

                                            
93 製造業特化係数の代わりに Hirshiman-Herfindhal 指数を使っても結果には変わりはない。 
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第 6-1 表 企業誘致数と誘致方法に関する分散分析の結果 

 

注：各セルの数値は、上から平方和、平均平方、F 値で、係数に付した***が 1％、**が 5％、*が 10％水

準で有意であることを表す。  
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第 6-1 表 企業誘致数と誘致方法に関する分散分析の結果（続き） 

 

注：各セルの数値は、上から平方和、平均平方、F 値で、係数に付した***が 1％、**が 5％、*が 10％水

準で有意であることを表す。 

 

それ以外の「ウエッブで進出企業を募集」、「パンフレットの作成」、「専任担当者の設置」、

「その他の誘致施策」については、主効果、二次の交互効果、三次の交互効果とも誘致企業

数に有意差は認められない。 

以上を整理すると、企業誘致数を効果の指標とした場合、ウェブで進出企業を募集すると

いったように、範囲を限定しないで情報を提供するだけでは効果的な施策とはなっていない。
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地域の産業構造を踏まえた雇用創出のビジョンや雇用戦略をつくり、それに基づいて自治体

が企業に対して積極的に働きかける施策が必要であると考えられる。 

 

第４節 誘致企業に対する優遇策の効果 

自治体が企業誘致を行う際、何らかの優遇策を講じている場合がある。企業誘致を実施し

ている自治体が誘致企業に対してどのような優遇策を講じているのか、「助成金・補助金、奨

励金」など８項目から複数回答してもらった。第 6-10 図はその集計結果である。 

 

第 6-10 図 企業誘致の優遇策（複数回答、N=307） 

 

この図を見ると、企業誘致を実施している自治体のうち、「特に企業誘致の優遇策はない」

というところは 2.6％で、多くの自治体では企業を誘致するために何らかの施策を講じてい

たことがわかる。 

誘致企業に対する優遇策では、「助成金・補助金」を設けている自治体が 86.3％で最も多

く、次いで、「税制上の優遇策（税の減免、不均一課税など）」の 55.6％が多い。しかし、「助

成金・補助金、奨励金」「税制上の優遇策」以外の優遇策を実施している自治体は相対的に少

ない。 

第 6-11 図によって誘致企業に対する優遇策の実施状況を市町村別に見ると、「助成金・補

助金、奨励金」と「低利融資制度」については市区での実施比率が有意に高く、「税制上の優

遇策」は町村の実施比率が有意に高い。それ以外の優遇策の実施比率に市町村間で有意差は

ない。 

市区で「助成金・補助金、奨励金」と「低利融資制度」の実施比率が高く、町村で「税制

上の優遇策」の実施比率が高い理由について聞き取り調査をした。その際、相対的に財政規

模が小さい町村では新たな予算が必要な「助成金・補助金、奨励金」や「低利融資制度」の

実施が困難であるが、「税制上の優遇策」は税収額が少なくなるだけで追加的な予算が必要な

く、優遇策として実施しやすいからとのコメントがあった。 
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第 6-11 図 市町村別企業誘致優遇策の実施状況（複数回答、N=307） 

 
注：( )内は各優遇策×市町村のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準で有意であること

を、(n.s.)は有意でないことを表す。 

 

なお、優遇策によって誘致企業数に差があるかどうか、分散分析を行ったが、いずれに施

策についても主効果、交互効果とも有意ではなかった94。この点については本章の冒頭で引

用した経済産業省の調査結果と整合的で、企業の地方進出行動に対して自治体が実施する優

遇策が必ずしも効果があるわけではない。また、米国の事例に見られるように、多くの自治

体が同じような優遇策をもっているとすれば、その効果は限定的になると考えられる。 

ただし、ここで検討したのは優遇策の有無の効果であり、助成金や補助金の金額など優遇

策の具体的内容によっては進出企業数に効果を持つとも考えられる95。残念ながら、本報告

書で利用しているアンケート調査ではこの資料が含まれていないので、機会を改めて検討し

たい。 

 

第５節 企業誘致による雇用創出効果 

外発的雇用創出としての企業誘致は、正規雇用、非正規雇用の直接雇用、派遣社員などの

間接雇用の形態で雇用創出し、また、地元企業との取引を通じて間接的に雇用創出する効果

を持つ。そこで、企業誘致は地域にどのような効果をもたらしたのか、「地元から正規従業員

を採用した」など９項目から複数回答してもらった（第 6-12 図）。 

回答結果を見ると、「地元から正規従業員を採用した」が 77.6％で最も多く、以下、「地元

から非正規従業員（パートタイマーやアルバイトなど）を採用した」が 72.6％、「間接雇用

（請負社員や派遣社員など）が増加した」が 22.8％等となっている。 

                                            
94 第 6-1 表と同じ方法による分散分析を行ったが、特化係数だけが有意で、各優遇策の主効果、各優遇策を含

めた交互効果のいずれについても有意ではなかった。 
95 アンケート調査とは別に実施した聞き取り調査によれば、中小企業の中には進出先を決める条件に優遇策の

内容を加えているところもあるとのことである。 
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第 6-12 図 企業誘致の効果（複数回答、N=307） 

 

第 6-13 図 市町村別企業誘致の効果（複数回答、N=281） 

 
注：( )内は各効果×市町村のχ2検定結果を表し、(***)が1％、(**)が5％、(*)が10％水準で有意であることを、

(n.s.)は有意でないことを表す。 

 

第 6-13 図は企業誘致の効果に関する市町村別集計結果である。 

この図から、「正規従業員採用」「非正規従業員採用」「間接雇用増加」の雇用への影響に

有意差がある。 

企業誘致が雇用に及ぼす効果が市区と町村で異なっている理由として、どのような業種の

企業が立地したのか、労働集約的か資本集約的か、企業規模はどうか、労働市場圏の広がり

などとも関連すると考えられるが、アンケート調査ではこれらに関する情報を得ていないの

で、機会を改めて検討したい96。 

                                            
96 企業誘致の効果を被説明変数に、人口規模、若年（15-30 歳）比率、特化係数を説明変数として回帰分析をし
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また、企業誘致の効果は独自の雇用創出策の総合的評価とどのような関係になっているの

か、クロス集計を行ったところ、賃金引き上げ効果、地元企業との取引増加、その他といっ

た項目については独自の雇用創出策の総合的評価に有意差があったが、正規従業員の採用、

非正規従業員の採用、間接雇用の増加といった項目については有意差はなかった。ただし、

正規従業員の採用、非正規従業員の採用、間接雇用の増加といった項目は回答数が多いのに

対して、賃金引き上げ効果、地元企業との取引増加、その他といった項目については回答数

が少ないので、解釈に注意が必要である。 

 

第６節 小括 

以上、この章の議論をまとめると、以下のようになる。 

 

(1) アンケート調査に回答した市町村のうち、企業誘致を実施したところは 74％にのぼる。

誘致の方法では、「自治体職員の企業訪問」「パンフレットの作成」「自治体のウエブページ

で進出企業を募集した」などが多い。また、市町村長による企業誘致のためのトップセール

スは 38％が実施している。 

(2) 誘致活動の結果、市町村に進出した企業数は「１～３社」が 36％、「４～６社」が 20％、

「７～９社」が 11％などとなっている。 

(3) 進出企業数に対する誘致施策の効果の違いについて分散分析を行った結果、主効果で雇

用戦略に関する項目間に有意差はない。また、製造業特化係数が有意であったほか、「進出

意向のアンケート調査の実施」「企業訪問の実施」「外部人材の活用」の交互効果で進出企業

数に有意差があった。以上から、地域の産業構造の特徴を踏まえて雇用戦略のビジョンを作

成し、それに基づいて企業に積極的に働きかけることが企業誘致に有効である。 

(4) 企業誘致を実施している自治体のほとんどが何らかの優遇策を持っている。優遇策では、

「助成金、補助金、奨励金」「税制上の優遇策」が多い。しかし、優遇策の有無による誘致

企業数に有意差は見いだせなかった。 

                                                                                                                                            
てみたが、被説明変数がいずれの場合にも人口規模だけが有意であった。人口規模を市町村に変えた場合、

市町村だけが有意である。なお、都市雇用圏を踏まえた分析例として、労働政策研究・研修機構編(2007)『地

域雇用政策の新潮流』プロジェクトシリーズ No.1 労働政策研究・研修機構、第２章を参照。 
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